
Ⅰ　は じ め に

　岐阜県の民有林の人工林における森林蓄積は9 ,144万

ｍ3（平成 25年度）で，年間成長量は142万ｍ3（岐阜県

林政部林政課　2015）にのぼっている。これを受け，

岐阜県では大型製材工場や合板工場の整備，近隣県の集

成材や合板用途等の需要増加から，木材生産量を現在の

37万ｍ3（平成 25年度）から50万ｍ3（平成 28年度）へ

増大させる目標を設定している（岐阜県林政部林政課　

2012）。その一方で，民有林の人工林は，数十年に及ぶ

造林の減少に伴い35年生（7齢級）以下の若幼齢林が6

万ha（岐阜県林政部林政課　2015）で全体の19％にと

どまり，齢級分布の偏りに伴う将来の木材生産への懸念

が広がりつつある。これを解消する方法として，主伐に

よる木材生産量の増大と再造林による次世代の木材生産

林の造成が有効であるが，再造林の推進にあたっては苗

木の安定供給が欠かせない。

　岐阜県の主力造林樹種であるヒノキの苗木生産は実生

で行われている。この方法の課題として，結実の豊凶差

が大きいこと，凶作年の種子発芽率が低いことが指摘さ

れている（佐藤　1973）。これまでは，凶作年に種子生

産量が減少してもそれ以上に苗木需要が減少したため，

種子不足による苗木不足が顕在化することはなかった

が，今後再造林が本格化する過程では苗木需要が増加す

るため，種子不足による苗木不足が心配される。種子凶

作時においても苗木を安定して供給していくには，実生

苗生産を補完する苗生産技術が必要である。

　さし木は，結実の豊凶に支配されることなく苗木を増

殖できる（町田　1974）ため，実生苗生産の補完に向

く技術といえる。また，その際に大型さし穂を利用で

きれば，育苗の短縮や省略を期待できるため，苗木の

需給調整に有効と考えられる。しかし，ヒノキでは，山

行まで考慮した効率的なさし木苗生産技術が確立されて

いないこと（種田ら　1994）に加え，さし穂サイズが

15 ～ 25㎝を外れると発根率が低下すること（袴田ら　

2012）が指摘されている。そこで，本試験では，大型

さし穂によるさし木苗生産に向くヒノキ品種を選定する

ため，本県の種子生産に用いられている岐阜県産ヒノキ

精英樹の30㎝さし穂のさし木を行い，その発根性を評

価した。

Ⅱ　材料と方法

　1．材料

  岐阜県産ヒノキ精英樹 41品種中 10品種（恵那 1号，

恵那 2号，揖斐 2号，揖斐 3号，揖斐 5号，武儀 2号，

武儀 5号，郡上 2号，益田 5号，久々野 1号）を試験対

象とした。各品種とも，2014年 5月 8日に岐阜県白鳥

林木育種事業地（郡上市白鳥町中津屋）内の採種園に配

置された採種木（母樹）1本から50 ～ 60㎝程度の荒穂

を採取した。
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　効率的な苗木生産を期待できる大型さし穂のさし木に向くヒノキ品種を選定するため，10種の岐阜県産ヒノキ精英樹で

30㎝さし穂のさし木を行った。その結果，発根率は20～ 100％で，品種による違いがみられた。発根率上位5品種の恵那2号，

郡上2号，益田5号，揖斐3号，久々野1号は，事業レベルのさし木苗生産で望まれる71%より高い発根率であったことから，

大型さし穂のさし木苗生産に向く品種と推察された。また，これら5品種はさし穂枯死率が他の5品種より低く，さし穂の

枯死率が低いことが事業レベルのさし木苗生産の必要条件と考えられた。武儀 2号と恵那 1号は，枯死個体が生存個体と同

一発根率であったと仮定した場合においても50%以下の発根率であったことから，今回のさし木条件では大型さし穂のさ

し木苗生産に向かない品種と考えられた。
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1 本試験の一部は第5回中部森林学会で発表した。

　（2015年12月25日受付，2016年2月10日受理）



　2．方法

　荒穂採取後速やかに，基部から約 5㎝の枝葉を除去し

て，30㎝のさし穂に調整後，その切り口をインドール

酪酸 100ppm水溶液に24時間浸漬した。供試数は，武

儀 2号と久々野 1号が19で，これら以外の8品種が20で

あった。

　さし床には，縦33㎝，横47㎝，高さ9㎝のプラスチッ

ク製の育苗箱に，小粒の鹿沼土を約 2㎝，その上部に細

粒の鹿沼土をさらに約 6㎝（合計約 8㎝）の深さで詰め

たものを用意し，さし付け前に充分灌水した。5月 9日

に1育苗箱に1品種 19または20本のさし穂を，育苗箱

の横方向へ約 9㎝間隔で互い違いに5列配置し，約 5㎝

の深さでさし付けた。

　その後，育苗箱を白鳥林木育種事業地内の相対光量子

10%以下のミスト室架台下に設置した（茂木　2011）。

さし床への灌水は，架台上の植物に通常の灌水（培土の

表面が乾き始めた時期にミストで約 19分間散水）を行

い，架台下へ滴下した水により行った。

　2015年 5月 22日に掘り取り調査を行った。各さし穂

について，①生死，②発根の有無を判定した。その結果

を品種毎に集計し，発根率，未発根率，枯死率を次式に

より算出した。

発根率（%）=発根有のさし穂生存数／供試数×100

未発根率（%）=発根無のさし穂生存数／供試数×100

枯死率（%）=さし穂枯死数／供試数×100

Ⅲ　結果と考察

　各品種の発根率は，恵那 1号の20%から恵那 2号の

100%で（図-1），品種による違いがみられた（カイ二

乗検定，p＜ 0 .01）。発根率上位 5品種の恵那 2号，郡

上 2号，益田 5号，揖斐 3号，久々野 1号は，事業レベ

ルのさし木苗生産で望まれる71%より高い発根率（戸田・

藤本　1983）であったことから，大型さし穂のさし木

苗生産に向く品種と推察された。さし穂サイズを変えて

行われた高知県産精英樹の品種別さし木試験では，発根

率が，25㎝さし穂では9品種中6品種が71%を超えたの

に対し，35㎝さし穂では全品種が71%に満たなかった

（種田ら　1994）。今回得られた岐阜県産精英樹の30㎝

さし穂の試験では10品種中 5品種が71%を超える発根

率を示しており（図-1），高知県産精英樹の25㎝さし穂

の結果に近かった。本試験で発根率上位の品種を材料に
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図-1.　各ヒノキ精英樹の発根率

矢印方向のさし穂は発根している



用いて35㎝以上のさし穂サイズでさし木を検証するこ

とで，より大型のさし穂によるさし木苗生産に向く品種

を明らかにすることができると期待される。

　図-2は，各品種のさし木結果を発根率の高い順に左

から並べたものである。枯死したさし穂はすべてが未発

根であった。枯死率は恵那 2号，益田 5号，揖斐 3号，

久々野 1号の0%から恵那 1号の60%で，品種による違

いがみられた（カイ二乗検定，p＜ 0 .01）。図-1で発

根率 71%を超えていた上位 5品種では枯死率が0または

5%で，下位 5品種の10 ～ 60%を下回った（図-2）。事

業レベルのさし木苗生産を行うにあたって，さし穂の枯

死率が低いことが，必要条件と考えられた。

　図-3は，図-2の結果から枯死個体を除き，生存個体

のみを対象に算出したさし木結果で，枯死個体も生存個

体と同一発根率であったと仮定した場合の値である。発

根率 71%を超えた品種は，図-2で既に超えていた5品

種と，揖斐 2号，揖斐 5号，武儀 5号であり，これらの

品種ではさし穂を枯死させないようにさし床を管理でき

れば，実用レベルのさし木苗生産が可能な品種と示唆さ

れた。これに対し，武儀 2号と恵那 1号の発根率は50%

以下（図-3）であったことから，この2品種は今回のさ

し木条件では大型さし穂のさし木苗生産に向かない品種

と考えられた。

　本試験の実施にあたり，岐阜県白鳥林木育種事業地の中嶋守

技術課長補佐（当時）ならびに職員の皆様にご協力をいただい

た。ここに記して謝意を表する。
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図-2 .　さし木結果

図-3 .　さし木結果（生存個体のみ）


